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「関西知的資産経営研究会」 参加者募集 
Kansai Intellectual Assets Management Association 

平成 21 年 6月吉日 

代表世話人 古賀 智敏 

 

� 開催趣旨 

２１世紀は知識集約型の「ナレッジ」の時代と言われます。いまや企業の競争優位性の命

運を決するのは、「知的資産1」であり、それを活用したビジネスモデルの再構築であります。 

「知的資産経営」とは、知的資産という他社が模倣することができない資産を経営の中核

に捉え、その戦略的活用と「知的資産経営報告書」の積極的活用によって企業価値を高め

るとともに、業績の安定や向上につなげていこうとするものであります。 

このような知的資産経営が最も必要なのが、中小企業・ベンチャー企業であります。中小

企業は大企業に比べて概してヒト(人材)、モノ(設備)、カネ(資産)の経営資源が乏しく、

しかも内外で厳しいコスト競争に晒されております。このような厳しい状況にある中小企

業経営者が特に求めていることは、金融機関・ステークスホルダーなど企業を取り巻く関

係者から自社が保有する「知的資産」の適切な評価を受けるとともに、これらの知的資産

を活用した資金調達スキームが確立することと、企業運営に適切に活用する支援体制にあ

ります。 

経済産業省においては、平成１６年から知的資産経営の検討が進められており、それを受

けて中小企業基盤整備機構においては、平成１８年に「中小企業知的資産経営研究会」が

設置されました。この研究会において代表世話人らを中心とするメンバーは、「中小企業の

ための知的資産経営マニュアル」「知的資産経営報告書作成マニュアル」等を作成し、経済

産業省、中小企業基盤整備機構とともにその普及を図っていますが、まだ十分であるとは

いえません。 

 

上記のような問題意識に基づき、本研究会では財団法人知的資産活用センターの協力のも

とで、平成２０年度までに行われた経済産業省や中小企業基盤整備機構、近畿経済産業局

等での委員会での成果を基礎として、その更なる改善と、金融機関を含む中小企業の経営

支援者等に広く普及を図ることを目的としています。具体的には、広く学識経験者と官公

庁、政府、民間専門家の結集のもとに、知的資産マネジメントや知的資産経営報告書作成

並びに知的資産ファイナンスのためのツール開発、専門家育成に活用する研修教材の開発

にフォーカスしようとするものであります。 

これらの活動成果は、研究会メンバー共有の知的資産となるだけではなく、社会に広く受

                                                   
1 「知的資産」とは、人材、技術、技能、知的財産権（特許、実用新案、著作権等）、組織力、
経営理念、顧客とのネットワークといった、財務諸表には表れてこない目に見えにくい経営資源

の総称をさします。 
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け入れられる信頼性のある「ベンチマーク」として認知されることを目指しています。 

 

� 研究会の進め方 

x 開催日：原則として毎月第３土曜日、１３：００～１７：００、計１０回(第 1回：平成

21 年 7 月 18日予定、以後、原則として各月 1回開催予定)の研究会を開く。 

x 会場：未定 

x 研究会は、３つのセッション、「セッション A：知的資産経営（マネジメント）」、「セッ

ション B：知的資産報告書の作成」、および「セッション C：知的資産ファイナンス」か

ら構成され、各開催日には、２つないし３つのセッションを開催。 

x 研究会は講義形式ではなく、議論の中で参加者がより深い理解を行う場を提供するとい

う位置づけである。議論のための題材は、担当講師ないし参加者から提供され、それに

基づき議論をするという会員参加型の進め方となる。 

 

� アドバイザリーグループ 

《代表世話人》 

y 古賀 智敏(神戸大学大学院経営学研究科・教授) 

《幹事会メンバー(五十音順)》 

y 内田 恭彦(山口大学経済学部・教授) 

y 久保 浩三(奈良先端科学大学院大学・教授) 

y 榊原 茂樹(関西学院大学商学部・教授) 

y 田中 宏昌(大阪府立産業開発研究所・主任研究員) 

y 中森 孝文(立命館大学経営学部・准教授) 

y 松本 誠一(㈱帝国データバンク・産業調査部) 

y 森下 勉(㈲ツトム経営研究所・代表取締役) 

y 與三野 禎倫(神戸大学大学院経営学研究科・准教授) ［2009－2010 度在外研究中］ 

 

� 参加会員・年会費 

 参加会員として、次の２通りを予定しています。 

① 個人会員(会費７万円／１人当たり)： 

知的資産経営・知的資産ファイナンス等に関心ある支援実務家、企業関係者および

金融機関関係者による個人会員：毎月の定例研究会に参加し、実践事例等をお互いに

持ち寄り、一緒に討論の場に参画できるとともに、年 2 回のセミナー等に無料招待等

の恩典があります。 

② 部会会員(会費一口３０万円／３名まで) 

各種団体の知財部会等によって、部会会員(または会員候補予定者)一口３名まで参

加できます。なお、開催日ごとあるいはテーマに応じて参加者を変更できます。 
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� 事務局（申込先）：神戸大学支援合同会社 

〒657-8501 神戸市灘区六甲台町１－１ 

電話：078-881-6826 ＦＡＸ：078-881-6826 
E-Mail：nori_aratani@kobe-u-llc.co.jp［担当：荒谷（アラタニ）］ 

（お問い合わせは、できる限りメールでお願いいたします。） 

 

申込書等は、別紙資料をご覧ください。 
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ＦＡＸ：０７８－８８１－６８２６             年   月   日 

関西知的資産経営研究会 御中  
（事務局：神戸大学支援合同会社） 

 

参加申込書 

 

関西知的資産経営研究会の趣旨に賛同し、下記のとおり参加を申し込みます。 

 

記 

 

［会員情報］ 

会員種別 

いずれかに○をつけてください 

個人会員 ・ 部会会員 

会社／事業所名  

所在地 
〒 

 

代表者 

役職名及び氏名 
㊞ 

 

［ご担当部署情報］※ 

ご 担 当 部 署 名  

ご 担 当 者  

ご 担 当 者 連 絡 先  

 ご住所  

 お電話番号  

 FAX 番号  

 メールアドレス  

 

【登録手続きについて】 

1. 本申込書は、ＦＡＸにてお願いいたします。 

2. 申込書到着後、事務局より請求書をお送りいたします。 

3. 会費のお振込をお願いいたします。 

（振込手数料はご負担をお願いいたします。振込受領書をもって領収書に替えさせていただきますので、あらかじ

めご了承下さい。） 

4. 振込確認後、会員登録のご連絡をさせていただきます。 
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注：ご登録に際しご記入いただきます情報は、研究会（事務局）より各種活動のご案内をお送り

することにのみ利用いたしますと共に、個人情報保護法等の諸法令に準拠いたしまして弊社内で

厳重に管理いたします。 

※弊社より各種活動のご案内をお送りする宛先（メーリングリストを含む）を複数登録ご希望の

場合には別途承りますので、ご連絡ください。 

〒657-8501 神戸市灘区六甲台町 1-1 連携創造本部内 

神戸大学支援合同会社 

お問い合わせ：Tel:078-881-6826, 担当：荒谷、nori_aratani@kobe-u-llc.co.jp 

できる限りメールでお問い合わせください。 

 


